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はしがき

若者や子どもの食生活については､脂質の摂取過多などによる栄養バランス (PFC摂取比率)

の崩壊､｢孤食｣や ｢個食｣､欠食に象徴される食習慣の乱れ､偏食や食べ残 しの増大などが問

題視されている｡このような食生活とも関わって､ガンや糖尿病,心臓病､高血圧症といった生

活習慣病が低年齢化を伴いながら年々増加するとともに､ア トピー性皮膚炎や花粉症に代表され

るアレルギー性疾患も若年層を中心として患者数が急増するなど健康問題も深刻化 している｡こ

のような中､2005年 4月から栄養教諭制度が発足するとともに､同年 6月には ｢食育基本法｣

が公布され､地域の特色を生かした学校給食の実施等により食青を推進することの重要性が明記

された｡

また､腸管出血性大腸菌 0-157による集団食中毒事件､BSE (牛海綿状脳症)の発生､輸入農

産物の残留農薬問題､遺伝子組み換え食品や食品添加物の問題など ｢食｣の安全 ･安心をめぐる

事件や問題が多発し､最近でも多くの人に健康被害をもたらした中国産の冷凍ギョウザが多数の

学校の給食に使用されていることが明らかになる中で､学校給食についても安全性に対する関心

がかつてない高まりをみせている｡

このような状況の下で､新鮮で安全な食材による給食を通じて子ども達の生涯にわたる心豊か

で健康な食生活の基礎を培うとともに､地域の農業や環境､伝統文化といった地域への理解を深

めることなどを目的として､学校給食に地元産食材を導入したり､その利用を拡大する取組が各

地で模索されている｡

その結果､農村部では地元産食材の利用拡大に成功した学校給食の事例が近年数多く報告され

ているが､学校給食は独特の運営システムや食材調達方式によって実施されてお り､学校数や児

童 ･生徒数が多く､しかも農業生産が限られている都市部では地産地消型の学校給食を実施する

ことは容易ではない｡しかしながら､都市部でも一部には学校給食に地元産食材を積極的に導入

している事例がみられるなど､その状況は各都市の立地条件 (地域農業の広がり等)や学校給食

の運営方式 (献立方式､調理方式等)や食材調達方式､関係者の連携のあり方等によってかなり

の差異があるのも事実である｡

都市部においては ｢食｣と ｢農｣の乗離がより一層進んでいること､次代を担う子ども達の大

多数が居住 していることから､学校給食における地場産食材の利用拡大を進め､食青を推進する

ことの重要性が高まっているといえよう｡また､地産地消型の学校給食の展開によって保護者で

ある成人の食青を推進 し､地域の農業 ･農産物に対する理解を促進したり､地域農業の活性化に

結びつけたりすることも重要である｡

そこで､本研究の主な目的は､(∋都市部における学校給食の運営システムや食材調達方式､地

元産食材の使用状況の概況を把握すること､②都市部において地元産食材を活用した学校給食に

成功している先進事例の取組実態と課題を明らかにするとともに､学校給食に地元産食材を供給

する生産者 ･食品製造業者の対応状況や意識等を解明すること､(卦地産地消型学校給食の実施に

よる児童および保護者への食育効果を計測することである｡このような目的意識に基づいて､本

報告書では､以下のように取 りまとめている｡

第 I部では､わが国における学校給食制度について概観するとともに､主にアンケー ト調査に

基づいて､地産地消型学校給食の推進に向けた都道府県行政と都道府県学校給食会の取組状況を



把握 し､都市部における学校給食の実施状況と地場産食材の利用実態の全体像について明らかに

している｡

第Ⅱ部では､都市における地産地消型学校給食の先進事例について実態調査を実施し､地産地

消型学校給食の推進に向けた取組の内容ならびに関係主体の連携と役割分担のあり方について解

明している｡事例分析の対象とした地域は次のとおりである｡

①共同購入+共同調理方式の北海道0市

②単独 ･共同購入併用+単独 ･共同調理併用方式の群馬県高崎市

③単独 ･共同購入併用+単独調理方式の大阪府寝屋川市および和泉市

④単独購入+共同調理方式の沖縄県名護市

⑤県学校給食会を中心に地産地消型学校給食の推進に取 り組む埼玉県

第Ⅲ部では､地産地消型学校給食による食育効果について､小学校の児童およびその保護者へ

のアンケー ト調査により定量的に計測 ･分析するとともに､児童の作文をデータとしたテキス ト

マイニングによって定性的に分析 している｡

本調査研究を遂行するに当たり､各都道府県の教育委員会､農政部局､学校給食会､都市の教

育委員会の皆さまにはアンケー ト調査等にご協力いただいたOまた､北海道0市､群馬県高崎市､

大阪府寝屋川市および和泉市､沖縄県名護市､埼玉県の学校給食関係者､学校給食に食材を供給

する生産者､食品製造業者の皆さまには快くヒアリング調査に応じていただいた｡さらに､群馬

県高崎市および大阪府寝屋川市の小学校の児童および保護者の皆さまにはアンケー ト調査や作文

の作成にご協力いただくとともに､校長先生をはじめ多くの先生方や栄養教諭 ･学校栄養職員の

皆さまにもそれらの実施に当たってご尽力いただいた｡これらの方々にこの場をお借りして厚く

お礼申し上げたい｡

本報告書がわが国における安全 ･安心で豊かな地産地消型学校給食の推進と地域の農業 ･食品

産業の活性化に多少なりとも役立てば幸いである｡
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